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公 示

準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化

の推進のために監督上必要となる措置等の実施について

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法等の一部を改正する法律（平成25年法律第83号。以下、「改正法」という。）の施行に

伴い、準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上

必要となる措置について、下記のとおり定めたので公示する。

平成２６年１月２７日

関 東 運 輸 局 長 原 喜信
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Ⅰ．準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必

要となる措置等を実施するに当たっての基本的な考え方等

１．基本的な考え方

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法（平成21年法律第64号。以下、「法」という。）、関係省令、

関係告示及び本公示をはじめとする関係公示の運用に当たっては、改正前の特定地

域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法

（以下、「旧法」という。）の施行以降、それぞれの一般乗用旅客自動車運送事業者

（法第２条第２項に規定する一般乗用旅客自動車運送事業者。以下、「タクシー事

業者」という。）がこれまでに実施してきた一般乗用旅客自動車運送事業（法第２

条第１項に規定する一般乗用旅客自動車運送事業。以下、「タクシー事業」という。）

の適正化及び活性化に資する取組み（需要喚起、労働条件の改善、減車等）を十分

に考慮することとする。

２．基準車両数
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基準車両数は、準特定地域の指定時（準特定地域から継続して特定地域に指定さ

れた場合及びその後に特定地域から継続して準特定地域へ指定された場合は、当該

継続して指定された最初の準特定地域の指定時。）における営業区域ごとの当該事

業者の一般の需要に応じることができるタクシー事業の事業用自動車（法第２条第

９項に規定する事業用自動車。以下、「タクシー車両」という。）の合計数とする。

ただし、以下に該当する場合には、当該車両数を基準車両数に加え又は減じるこ

ととする。

① 特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する

特別措置法等の一部を改正する法律の施行に伴う国土交通省関係省令の整備等

に関する省令（平成26年国土交通省令第７号。以下、「整備省令」という。）附

則第２項の規定による道路運送法（昭和26年法律第183号）第15条第３項に基

づく届出により、法の適用を受けることとなる車両数を加える。

② 改正法の施行の際、現に「特定事業計画における事業再構築の実施のために

必要となる特例措置の実施について（平成22年１月27日付け関東運輸局長及び

管内運輸支局長（以下、「関東運輸局長等」という。）公示）」に基づき休車し

ている車両数を加える。

③ タクシー事業者が他のタクシー事業者を完全子会社化し、当該完全子会社の

タクシー事業を廃業した場合にあっては、当該完全子会社の基準車両数を当該

タクシー事業者の基準車両数に加える。

④ 道路運送法第36条に基づきタクシー事業の全部又は一部の譲渡及び譲受の認

可を受けた場合は、原則として当該タクシー事業の全部又は一部に係るタクシ

ー車両数に相当する基準車両数を当該譲受したタクシー事業者の基準車両数に

加え、また、譲渡したタクシー事業者の基準車両数から減じる。

Ⅱ．準特定地域におけるタクシー事業の申請等に対する取扱いについて

１．処理方針

準特定地域に指定されている営業区域に係る需給状況の判断を年１回実施し、こ

れに基づき、当該営業区域における供給輸送力の増加が可能な場合にその車両数及

び申請受付期間を公示することとする。

当該申請受付期間に、準特定地域の全部若しくは一部を含む営業区域に係る道路

運送法第４条第１項の許可又は供給輸送力を増加させる事業計画の変更に係る認可

の申請を受け付けた場合は、法第14条の４又は第15条の２に基づき、次の手続を経

て、許可又は事業計画の変更に係る認可を行うこととする。

２．需給状況の判断等

（１）算定方法

①輸送需要に対する必要車両数の算定方法は、次のとおりとする。

「輸送需要量」＝「当該準特定地域における直近年度の総実車キロ」×



「当該準特定地域における総実車キロの直近５年間分の対

前年度比率の平均値（相乗平均）」

「必要車両数」＝輸送需要量÷（総走行キロ×実車率÷延べ実働車両数）÷

365÷実働率

各計算要素については、原則として以下の数値を使用する。

◇総走行キロ、延べ実働車両数・・・直近５年間の平均輸送実績

◇実車率・・・H13年度の実績値

◇実働率・・・90％又は平成13年度実績のいずれか高い値（ただし、

当該準特定地域に法第８条第１項の協議会（以下、単

に「協議会」という。）が組織されている場合にあっ

ては、当該協議会の議決に基づく申出により80％又は

平成13年度実績のいずれか低い値から90％の範囲内で

定めることができることとする。）

②増加可能車両数の算定方法は、次のとおりとする。

「増加可能車両数」＝「当該準特定地域の必要車両数」－「現に当該準特定地

域に存する営業所に配置されている車両数の合計」

（２）実施時期等

需給状況の判断は原則として毎年８月１日を目途に公表することとし、供給輸

送力の増加が可能な営業区域ごとに、次のイから二の区分ごとに増加可能車両数

を公示することとする。なお、当該公示には、原則として60日間の申請受付期間

を明記することとする。

イ タクシー事業（１人１車制個人タクシーを除く。以下、「法人タクシー」

という。）の新規許可、条件解除（業務の範囲を限定する旨の条件を付され

た一般乗用旅客自動車運送事業者における当該条件の解除をいう。以下同

じ。）の承認及び営業区域の設定に係る事業計画変更認可

ロ タクシー事業（１人１車制個人タクシーに限る。以下、「個人タクシー」

という。）の新規許可

ハ 法人タクシーの増車（準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合

計数を増加させる事業計画の変更をいう。ただし、条件解除に伴うものを除

く。以下同じ。）の認可

二 法人タクシーの休車（７．（１）②に規定する休車をいう。）の解除

（３）配分方法

増加可能車両数の配分については、以下の順により行う。

① 増加可能車両数を４分の１ずつ（２）イから二に配分し、端数が生じた場



合については、これをニに繰り入れる。

② ①で（２）イに配分された車両数を当該準特定地域である営業区域の法人

タクシーの最低車両数で除した値（商）が１以上の場合にはこれを法人タク

シーの新規許可、条件解除の承認又は営業区域の設定に係る事業計画変更認

可可能な事業者の枠とし、１に満たない場合及び１未満の端数が生じる場合

は、これに相当する車両数を二に繰り入れる。

（４）法人タクシーの新規許可（条件解除の承認を含む。）、営業区域の設定に係る事

業計画変更認可の枠の配分及び順序

① （３）②により配分された事業者の枠については、これが２以上の場合に

は、「新規許可（条件解除の承認を含む。）」及び「営業区域の設定に係る事

業計画変更認可」の事業者の枠それぞれに２分の１ずつ配分し、１の場合及

び端数が生じる場合は、これを「営業区域の設定に係る事業計画変更認可」

の事業者の枠とする。

② 審査の結果、「新規許可（条件解除の承認を含む。）」又は「営業区域の設

定に係る事業計画変更認可」すべき申請件数が①の事業者の枠に満たない場

合は、他方へ繰り入れることとし、それでもなお事業者の枠に残余が生じる

場合には、（２）二へ繰り入れることとする。

③ 審査の結果、新規許可すべき申請件数（条件解除の承認をすべき件数を含

む。）が①により配分された新規許可の事業者の枠を上回った場合には、く

じ引きにより許可又は承認すべき者を決定することとする。

④ 審査の結果、認可すべき申請件数が①により配分された営業区域の設定に

係る事業計画変更認可の事業者の枠を上回った場合には、くじ引きにより認

可すべき者を決定することとする。

（５）個人タクシーの新規許可の順序

① 審査の結果、新規許可すべき申請件数が（３）①により配分された個人タ

クシーの新規許可の枠を上回った場合には、くじ引きにより許可すべき者を

決定することとする。

② 審査の結果、新規許可すべき申請件数が（３）①により配分された個人タ

クシーの新規許可の枠を下回った場合には、残余を（２）二へ繰り入れるこ

ととする。

（６）増車の認可の順序

① 審査の結果、認可すべき申請に係る増車車両数が（３）①及び（７）②に

より配分された増車認可の車両数の枠を上回った場合には、６．（１）③に

より付与された点数に基づきドント方式により増車車両数を分配するものと

し、具体的には次のとおりとする。



・６．（１）③により付された点数を１から当該申請に係る増車車両数に相

当する数までの各整数で順次除して得たすべての商のうち、その数値の最

も大きいものから順次に数えて車両数の枠に相当する数になるまでにある

商で各申請に付与された点数に係るものの個数をもって、それぞれの申請

に対する増車を認める車両数とする。

② 審査の結果、認可すべき申請に係る増車車両数が（３）①により配分され

た増車認可の車両数の枠を下回った場合には、残余を（２）二へ繰り入れる

こととする。

（７）休車解除の順序

① 休車解除の申請に係る車両数が、（３）①、②、（４）②、（５）②及び（６）

②により配分された車両数の枠を上回る場合には、当該申請に係る休車車両

数１両を１票として、くじ引きにより解除すべき車両数を決定する。

② 休車解除の申請に係る車両数が、（３）①、②、（４）②、（５）②及び（６）

②により配分された車両数の枠を下回った場合には、認可すべき増車の申請

に係る車両数が配分された車両数の枠で充足されていない場合は、残余を

（２）ハへ繰り入れることとする。また、認可すべき増車の申請に係る車両

数が配分された車両数の枠で充足されている場合は、残余が最低車両数以上

の場合には最低車両数単位で（２）イに、最低車両数未満の場合又は最低車

両数未満の数が生じた場合は、（２）ロへ繰り入れることとする。

３．法人タクシーに係る新規許可等

（１）処理方針

準特定地域における法人タクシーに係る新規許可の申請に対しては、２．（４）

①により増加可能車両数の配分があった場合に、「一般乗用旅客自動車運送事業

（１人１車制個人タクシーを除く。）の許可申請の審査基準について（平成13年1

1月22日付け関東運輸局長公示。以下、「許可基準」という。）」に定める基準に適

合することに加え、次に掲げる基準に適合するものに限り許可することとする。

①供給過剰とならない基準

イ 許可の申請に係る事業全体の経営形態、経営規模などが輸送需要との関

係で適切なものであること。

ロ 許可の申請に係る事業の開始によって営業区域に係る供給輸送力が輸送

需要量に対し不均衡とならないものであること。

ハ その他許可の申請に係る事業の開始が公衆の利便を増進するものである

こと、円滑な自動車の運行を阻害するものでないこと等公益上必要であり、

かつ、適切なものであること。

②最低車両数

原則として、次に掲げる営業区域の区分に応じ、それぞれ次に定める車両数



とする。許可を行う際は、申請１件につき当該車両数を限度とする。

イ 東京特別区又は政令指定都市を含む営業区域 40両

ロ 人口が概ね30万人以上の都市を含む営業区域 30両

ハ その他の営業区域 20両

（２）適用開始時期

（１）の規定は、平成26年１月27日以降に処分をするものから適用する。

４．個人タクシーに係る新規許可

（１）処理方針

準特定地域における個人タクシーに係る新規許可の申請に対しては、２．（３）

により増加可能車両数の配分があった場合に、「一般乗用旅客自動車運送事業（１

人１車制個人タクシーに限る。）の許可及び譲渡譲受認可申請事案の審査基準に

ついて（平成13年12月27日付け関東運輸局長公示）」に定める基準に適合するこ

とに加え、次に掲げる基準に適合するものに限り許可することとする。

・供給過剰とならない基準

イ 許可の申請に係る事業全体の経営形態、経営規模などが輸送需要との関

係で適切なものであること。

ロ 許可の申請に係る事業の開始によって営業区域に係る供給輸送力が輸送

需要量に対し不均衡とならないものであること。

ハ その他許可の申請に係る事業の開始が公衆の利便を増進するものである

こと、円滑な自動車の運行を阻害するものでないこと等公益上必要であり、

かつ、適切なものであること。

（２）適用開始時期

（１）の規定は、平成26年１月27日以降に処分をするものから適用する。

５．準特定地域に指定されている営業区域の設定に係る事業計画変更認可

（１）処理方針

法第15条第１項の規定による道路運送法第15条第１項の規定に基づく準特定地

域に指定されている営業区域の設定に係る事業計画変更認可申請については、２．

（４）①により増加可能車両数の配分があった場合に、「一般乗用旅客自動車運

送事業（１人１車制個人タクシー事業を除く。）に係る認可申請等の審査基準に

ついて（平成14年1月25日付け関東運輸局長等公示。以下、「認可基準」という。）」

に定める基準に適合することに加え、次に掲げる基準の全てに適合するものに限

り認可することとする。

①供給過剰とならない基準

イ 認可申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計数の



増加に伴う事業全体の経営形態、経営規模などが輸送需要に対し適切なもの

であること。

ロ 認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計数

の増加によって営業区域に係る供給輸送力が輸送需要量に対し不均衡となら

ないものであること。

ハ その他認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置する事タクシー車両

の合計数の増加が公衆の利便を増進するものであること、円滑な自動車の運

行を阻害するものでないこと等公益上必要であり、かつ、適切なものである

こと。

②事業活動に関する基準

イ 営業区域内の営業所に配置するタクシー車両一台当たりの収入が前事業年

度と比較して増加していること又は当該準特定地域の平均に比べ高いこと。

ロ 運輸安全マネジメントに基づき、輸送の安全に関する基本方針及び目標が

定められており、かつ、当該目標の達成状況が把握されていること又は申請

前１年間及び申請後において、タクシー事業に関し、道路運送法、タクシー

業務適正化特別措置法（昭和45年法律第75号）又は法若しくはこれらに基づ

く命令の違反による行政処分がないこと。

ハ タクシー車両の走行距離百万キロメートル当たりの交通事故（道路交通法

（昭和23年法律第105号）第72条第１項の交通事故をいう。以下同じ。）の発

生件数が、営業区域におけるタクシー車両の走行距離百万キロメートル当た

りの交通事故の発生件数未満であること。

ニ 労働協約又は就業規則の定めるところにより、その雇用する全ての労働契

約を締結するタクシー車両の運転者（以下、「タクシー運転者」という。）に

ついて、賃金を一定の割合以上で増額する措置が講じられていること。

ホ 準特定地域計画に定められたタクシー事業の活性化のための措置が講じら

れていること。

ヘ 営業区域内の営業所に配置する「ユニバーサルデザインタクシー（移動等

円滑化の促進に関する基本方針において移動等円滑化の目標が定められてい

るノンステップバスの基準等を定める告示（平成24年国土交通省告示第257

号）」第４条第１項の規定による認定を受けたものをいう。以下、「UDタクシ

ー」という。）の台数が前事業年度と比較して増加していること。

③最低車両数

３（１）②の規定を準用する。

④適用

②に掲げる基準については、申請者が申請日現在設定している営業区域のう

ち、営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の合計数が最も多い営業区域

について審査することとする。

また、当該営業区域が準特定地域として指定されていない場合には、②ホは



適用しない。

（２）適用開始時期

（１）の規定は、平成26年１月27日以降に処分をするものから適用する。

（３）条件解除への準用

（１）及び（２）の規定は、条件解除について準用する。この場合において、

（１）中「法第15条第１項の規定による道路運送法第15条第１項の規定に基づく

準特定地域に指定されている営業区域の設定に係る事業計画変更認可申請」とあ

るのは「準特定地域に指定されている営業区域における条件解除の申請」と、「認

可する」とあるのは「条件解除する」と読み替えることとする。

６．増車の認可

（１）処理方針

法第15条第１項の規定による道路運送法第15条第１項の規定に基づく準特定地

域に指定されている営業区域に係る増車の申請については、２．（３）①及び（７）

②により増加可能車両数の配分があった場合に、許可基準３．、５．～９．及び

１．(２)に準じて審査を行うことに加え、それぞれ次に掲げる基準の全てに適合

するものに限り認可することとする。

①供給過剰とならない基準

イ 認可申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計数の

増加に伴う事業全体の経営形態、経営規模などが輸送需要に対し適切なもの

であること。

ロ 認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計数

の増加によって営業区域に係る供給輸送力が輸送需要量に対し不均衡となら

ないものであること

ハ その他認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の

合計数の増加が公衆の利便を増進するものであること、円滑な自動車の運行

を阻害するものでないこと等公益上必要であり、かつ、適切なものであるこ

と。

②事業活動に関する基準

イ 認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両一台当た

りの収入が前事業年度と比較して増加していること又は当該準特定地域の平

均に比べ高いこと。

ロ 運輸安全マネジメントに基づき、輸送の安全に関する基本方針及び目標が

定められており、かつ、当該目標の達成状況が把握されていること又は申請

前１年間及び申請後において、タクシー事業に関し、道路運送法、タクシー

業務適正化特別措置法又は法若しくはこれらに基づく命令の違反による行政



処分がないこと。

ハ タクシー車両の走行距離百万キロメートル当たりの交通事故の発生件数

が、認可の申請に係る準特定地域におけるタクシー車両の走行距離百万キロ

メートル当たりの交通事故の発生件数未満であること。

ニ 労働協約又は就業規則の定めるところにより、その雇用する全ての労働契

約を締結するタクシー運転者について、賃金を一定の割合以上で増額する措

置が講じられていること。

ホ 準特定地域計画に定められたタクシー事業の活性化のための措置が講じら

れていること。

ヘ 認可の申請に係る準特定地域内の営業所に配置するUDタクシーの台数が前

事業年度と比較して増加していること。

③点数の付与

②に掲げる基準について以下のとおり点数を付与する。

イについて

前年に比して増加した場合又は当該準特定地域の平均と比べ高い場合 １点

前年に比して５％以上増加した場合又は当該準特定地域の平均と比べ５％以

上高い場合 ２点

前年に比して10％以上増加した場合又は当該準特定地域の平均と比べ10％以

上高い場合 ３点

ロについて

運輸安全マネジメントに基づき、輸送の安全に関する基本方針及び目標が定

められており、かつ、当該目標の達成状況が把握されている場合 １点

申請前１年間及び申請後において、タクシー事業に関し、道路運送法、タク

シー業務適正化特別措置法又は法若しくはこれらに基づく命令の違反による

行政処分がない場合 １点

ハについて

走行距離百万キロメートル当たりの交通事故の発生件数が下回っている場合

１点

走行距離百万キロメートル当たりの交通事故の発生件数が５％以上下回って

いる場合 ２点

走行距離百万キロメートル当たりの交通事故の発生件数が10％以上下回って

いる場合 ３点

交通事故の発生件数が０件の場合 ３点

ニについて

措置が講じられている場合 ２点

ホについて

実施されている活性化措置の数が５～14件の場合 １点

実施されている活性化措置の数が15～29件の場合 ２点



実施されている活性化措置の数が30件以上の場合 ３点

ヘについて（いずれの場合にあっても申請前１年間にUDタクシーが増加してい

るものに限る。）

前申請１年前と比べ、当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の

合計数に占めるUDタクシーの割合が増加した場合又は当該準特定地域内の営

業所に配置するタクシー車両の合計数の20％以上がUDタクシーである場合

１点

申請１年前と比べ、当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合

計数に占めるUDタクシーの割合が５％以上増加した場合又は当該準特定地域

内の営業所に配置するタクシー車両の合計数の40％以上がUDタクシーである

場合 ２点

申請１年前と比べ、当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合

計数に占めるUDタクシーの割合が10％以上増加した場合又は当該準特定地域

内の営業所に配置するタクシー車両の合計数の60％以上がUDタクシーである

場合 ３点

④実働率

申請者の申請に係る営業区域におけるタクシー車両の実働率について、原則

として90％以上であること。ただし、地域の標準的な実働率など実情を踏まえ

て、地方運輸局長が当該地域における実働率を公示した場合には、その率以上

であること。

（２）適用開始時期

（１）の規定は、平成26年１月27日以降に処分をするものから適用する。

（３）適用除外

①条件解除に伴う増車の申請については、６．（１）の規定は適用しない。

②道路運送法第21条第２号に基づく乗合旅客の運送の許可に伴い、当該乗合運送

許可（以下「乗合運送許可」という。）に係る運送のみを行うための増車は、

その旨の条件を付して認可することができることとする。この場合、１、２及

び６．（１）①～④の規定は適用せず、基準車両数にも含めないこととする。

７．減車及び休車の取り扱い

（１）本公示において、減車及び休車とは、それぞれ次のとおりとする。

①減車 特定地域又は準特定地域において、当該特定地域又は準特定地域内の営

業所に配置するタクシー車両の合計数を減少させる事業計画の変更のうち、②

に規定するものを除くもの。

②休車 準特定地域において、当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車

両の合計数を減少させる事業計画の変更であって、減車と併せて実施すること



により、法第15条第１項の規定により読み替えて適用する道路運送法第15条第

１項のタクシー車両の合計数を増加させる事業計画の変更認可の基準の特例を

設けるもの（（３）に適合するものに限る。）

（２）減車の実施方法

認定事業者計画又は認定活性化事業計画に基づき実施する減車については、認

定申請書に減車の時期が具体的に記載された事業計画（タクシー車両の数）変更

の事前届出書が添付されている場合には、法第８条の８第１項又は法第13条第１

項の規定に基づく道路運送法第15条第３項の届出をしたものとみなす。

それ以外の場合には、減車の時期が具体化した時点において同項の届出を行わ

なければならない（みなし届出の適用以外は道路運送法の減車に同じ。）。

（３）休車実施の要件

次に掲げる要件に適合する供給輸送力減少を休車として取り扱うこととし、

（５）に規定する特例を適用することとする。

事業再構築として以下の要件に適合する法第11条による活性化事業計画の認定を

受けていること。

1)休車期間 １年以上であること。

2)休車車両数 当該タクシー事業者の基準車両数からの減車車両数と同数を限

度とすること。なお、共同事業再構築の場合にあっては、当該共同事業再構

築を実施するタクシー事業者の基準車両数からの減車車両数の合計の同数を

これらのタクシー事業者の休車車両数の合計の限度とすることができる。

ただし、改正法の施行の際、現に「特定事業計画における事業再構築の実

施のために必要となる特例措置の実施について（平成22年１月27日付け関東

運輸局長等公示。）」に基づき実施されている休車については、この限度に含

めないこととする。また、当該休車については、本公示に基づき実施した休

車とみなす。

3)実施予定時期 準特定地域の指定期間内に実施するものであって、実施予定

時期における当該タクシー事業者の基準車両数からの減車車両数と同数を限

度とすること。

（４）休車の実施方法

認定活性化事業計画に基づき実施する休車については、認定申請書に休車期間、

休車車両数及び実施時期が具体的に記載された事業計画（事業用自動車の数）変

更の事前届出書（認定活性化事業計画に基づき（３）の要件への適合を確認でき

るものに限る。）が添付されている場合には、法第８条の８第１項又は法第13条

第１項の規定に基づく道路運送法第15条第３項の届出をしたものとみなす。

それ以外の場合には、休車の時期が決定した時点において休車期間、休車車両



数及び実施時期を記載した事業計画（事業用自動車の数）変更の事前届出書（認

定活性化事業計画に基づき（３）の要件への適合を確認できるものであって、届

出の時点で法第14条による認定活性化事業計画の認定の取消しを受けていないも

のに限る。）を提出しなければならない。

届出（みなし届出を含む。）に基づき休車を実施する際には、遅滞なく、休車

車両数に相当するタクシー車両の抹消登録等使用権原を消滅させる手続をしなけ

ればならない。

（５）休車の解除

休車実施事業者が行うタクシー車両の合計数の増加の認可の申請に対しては、

２．（３）により増加可能車両数の配分があった場合に、次に掲げる要件に適合

するものに限り認可を行う。この場合、６．の規定は適用しない。

イ 認定活性化事業計画に定めた休車期間を経過していること。

ロ 自動車その他の輸送施設の使用の停止以上の処分を受けている場合は、当該

処分期間を満了していること。

（６）適用開始時期

（１）～（５）の規定は、平成26年１月27日以降に処分をするものから適用す

る。

８．協議会の意見聴取

３．～６．に係る処分を行おうとする場合に、当該準特定地域に協議会が組織さ

れているときには、当該協議会に対し、特定地域及び準特定地域における一般乗用

旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法施行規則（平成21年国

土交通省令第58号。以下「施行規則」という。）第10条第２項に基づき、原則15日

以上の提出期限を付して、次の書面を添えて、施行規則第10条第１項に基づく通知

を行い、許可等しようとする申請について、当該協議会の意見を聴くこととする。

イ 当該営業区域に係る需給状況の判断に関する書面

ロ 当該許可の申請書に係る道路運送法施行規則第４条第８項第１号及び第３号に

掲げる事項を記載した書面

なお、期限までに協議会からの意見の提出を受けないときは、準特定地域計画に

定められた事項の実施に支障がない旨の協議会の意見の提出を受けたものとみな

す。

９．標準処理期間

この公示に規定する許可又は事業計画の変更認可に係る標準処理期間ついては、

「道路運送法上の申請に対する処分に関する標準処理期間について（平成14年1月3

1日付け関東運輸局長等公示）」の規定を次のとおり読み替えることとする。この場



合、申請受付日から申請受付期間満了の日までの期間は標準処理期間の算定には含

まれない。

１．事業の許可(法第４条第１項)

４ヶ月

４．事業計画の変更の認可(法第15条第１項)

４ヶ月

10．その他

（１）施行規則第５条に規定する事業用自動車の使用の停止については、供給輸送力

減少のための減車及び休車と別途、これを実施することを妨げない。

（２）２．（２）により公示する申請受付期間以外に申請のあったものについては、

申請後に行う最初の需給状況の判断を公表したのち、次のとおり取り扱うことと

する。

①需給状況の判断の結果、２．（２）イ～ニの区分のうち当該申請が該当する区

分に増加可能車両数が公示されている場合 当該公示に規定される申請受付期

間内に申請があったものとみなす。

②需給状況の判断の結果、２．（２）イ～ニの区分のうち当該申請が該当する区

分に増加可能車両数がない場合 法第14条の４第１項又は第15条の２第１項第

１号に基づき却下する。

Ⅲ．特定地域及び準特定地域における減車実施事業者に対する監査の特例

減車（注１）により、タクシー事業者の営業区域ごとのタクシー車両（道路運送法

施行規則第四条第八項第三号に基づき国土交通省が定める区分を定める告示（平成26

年国土交通省告示第59号）第２号に規定する事業用自動車（以下「その他ハイヤー車

両」という。）を除く。）の合計数が、Ⅰ．２．の基準車両数（注２）に０．９を乗じ

たもの（１両未満の端数がある場合には切り捨て）又はⅠ．２．の基準車両数（注２）

から当該営業区域の最低車両数を減じた数のいずれかを下回っているタクシー事業者

（Ⅱ３（１）②による引き上げ前の最低車両数基準以下のものを除く。）については、

「自動車運送事業の監査方針について（平成２５年９月２０日付け関東運輸局長等公

示）」の記３．⑭及び７．の規定にかかわらず、原則として、一般監査及び呼出指導

の対象としないこととする。

注１ 「特別監視地域等の指定に伴い試行的に実施する増車抑制対策等の措置につい

て（平成20年7月11日付け関東運輸局長等公示）」に規定する特定特別監視地域（以

下、単に「特定特別監視地域」という。）に指定された後、実施されたものに限

る。

注２ 旧法に基づく特定地域に指定されており、引き続き法に基づく準特定地域に指

定されている営業区域の事業者にあっては、特定特別監視地域に指定された時点、



旧法に基づく特定地域に指定された時点又はⅠ．２．の基準車両数（タクシー車

両の合計数からその他ハイヤー車両の合計数を減じた数）のいずれか最も多い車

両数とする。

附 則

本公示は、平成26年１月27日から適用する。

附 則（平成27年1月23日 一部改正）

本公示は、平成27年1月23日から適用する。



公 示

準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況の

判断結果について

平成２６年１月２７日付け公示「準特定地域における一般乗用旅客自動車運

送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置等の実施について」に基

づき、一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況の判断結果を下記のとおり公示

する。

なお、需給状況の判断結果の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成２７年１月２７日

関 東 運 輸 局 長 又野 己知

東京運輸支局長 星 野 朗

神奈川運輸支局長 大蔵 幸雄

埼玉運輸支局長 真秀 和正

群馬運輸支局長 高橋 哲哉

千葉運輸支局長 近藤 基了

茨城運輸支局長 高橋 芳則

栃木運輸支局長 御代田 晃一

山梨運輸支局長 安田 智容



記

平成２６年度における需給状況の判断結果

都 県 営業区域名 必要車両数 平成25年度末車 増加可能車両

（交通圏） （両） 両数（両） 数 （両）

東 京 特別区・武三 ２４，０８６ ２８，１５８ ▲４，０７２

北 多 摩 １，６０７ １，７４９ ▲１４２

南 多 摩 １，０８６ １，２４０ ▲１５４

西 多 摩 １８６ ２０９ ▲２３

神奈川 京 浜 ５，５０９ ６，９０１ ▲１，３９２

県 央 ２，１０４ ２，２３７ ▲１３３

湘 南 ３４１ ３８９ ▲４８

小 田 原 ４０５ ５０１ ▲９６

千 葉 京 葉 １，３０７ １，５１５ ▲２０８

東 葛 ９１１ １，１０５ ▲１９４

千 葉 １，００２ １，３６８ ▲３６６

北 総 ６７４ ８２１ ▲１４７

市 原 ２７６ ３８５ ▲１０９

南 房 ３０５ ４３３ ▲１２８

埼 玉 県南中央 ２，１９５ ２，５５２ ▲３５７

県南東部 １，１０９ １，３２２ ▲２１３

県南西部 １，３３７ １，５６２ ▲２２５

県 北 ３７３ ４５０ ▲７７

群 馬 東 毛 ２４８ ３５７ ▲１０９

群馬・埼玉 中・西毛 ７８３ １，０９８ ▲３１５

茨 城 県 北 ３２２ ４８８ ▲１６６

水戸県央 ５１５ ７５７ ▲２４２

鹿 行 １９３ ３２８ ▲１３５

県 南 ６２７ ９３４ ▲３０７

県 西 ２４６ ３９７ ▲１５１

栃 木 宇 都 宮 ６１９ ８４５ ▲２２６

県 南 ３７９ ５２０ ▲１４１

塩 那 １６６ ２５４ ▲８８

山 梨 甲 府 ３２５ ３９７ ▲７２



※ 上記「平成２５年度末車両数」は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（以下「タクシー特措法」という。）第２

条第９項に定める事業用自動車（一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーに

限る。以下「個人タクシー」という。）を除く。）の数である。

※ その他ハイヤー（道路運送法施行規則第４条第８項第３号の規定に基づき国土交通大臣が

定める区分を定める告示（平成２６年国土交通省告示第５９号）第２号に規定するハイヤー

をいう。以下同じ。）がある営業区域にあっては、算定した一般タクシー（タクシー特措法

第 2 条第９項に定める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの。以

下同じ。）の必要車両数と平成２６年１月２７日現在の一般タクシーの車両数の乖離率を用

いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し、これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定

したものである。

附 則

本公示は、平成２６年度の準特定地域における法人タクシー（一般乗用旅客自

動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。））の新規許可申請、条件解除

の承認申請、営業区域の設定に係る事業計画変更認可申請、増車に係る事業計

画変更認可申請、休車の解除に係る事業計画変更認可申請及び個人タクシーの

新規許可申請について適用する。





公 示

準特定地域における適正と考えられる車両数について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び

活性化に関する特別措置法（平成２１年法律第６４号）における準特定地域の

適正と考えられる車両数（以下「適正車両数」という。）を算定したので下記

のとおり公示する。

なお、適正車両数の算定基礎数値は、別紙のとおりである。

平成２７年 １月２７日

関 東 運 輸 局 長 又野 己知

記

別添のとおりとする。
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上限 下限

東京 特 別 区 ・ 武 三 27,096 24,086 28,158 3.8

北 多 摩 1,808 1,607 1,749 -3.4

南 多 摩 1,247 1,086 1,240 -0.6

西 多 摩 209 186 209 0.0

神奈川 京 浜 6,379 5,509 6,901 7.6

県 央 2,467 2,104 2,237 -10.3

湘 南 384 341 389 1.3

小 田 原 455 405 501 9.2

千葉 京 葉 1,475 1,307 1,515 2.6

東 葛 1,025 911 1,105 7.2

千 葉 1,128 1,002 1,368 17.5

北 総 759 674 821 7.6

市 原 314 276 385 18.4

南 房 365 305 433 15.7

埼玉 県 南 中 央 2,469 2,195 2,552 3.3

県 南 東 部 1,248 1,109 1,322 5.6

県 南 西 部 1,504 1,337 1,562 3.7

県 北 420 373 450 6.7

群馬 東 毛 294 248 357 17.6

群馬・埼玉 中 ・ 西 毛 962 783 1,098 12.4

茨城 県 北 422 322 488 13.5

水 戸 県 央 592 515 757 21.8

鹿 行 248 193 328 24.4

県 南 774 627 934 17.1

県 西 306 246 397 22.9

栃木 宇 都 宮 697 619 845 17.5

県 南 439 379 520 15.6

塩 那 201 166 254 20.9

山梨 甲 府 366 325 397 7.8

※上記「平成２５年度末車両数」は、特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の
適正化及び活性化に関する特別措置法（以下「タクシー特措法」という。）第２条第９項に定める事業用自動
車（一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーに限る。以下「個人タクシー」という。）を除く。）
の数である。

（別添）

準特定地域における適正車両数

都道
府県

営業区域
（交通圏）

適正車両数（両） 平成２５年度末
車両数（両）

平成２５年度末車両数と
適正車両数（上限）との
乖離率（％）



１．算定方法

　　輸送需要量 ÷ （平均総走行キロ × 平成１３年度実車率 ÷ 平均延実働車両数） ÷ 365 ÷ 実働率

２．適正車両数の算定基礎数値

 ①一般タクシー

上限値*3 下限値*3

東京 特別区・武三 878,529,189 0.97 0.44 8,817,241 0.80 0.90

北 多 摩 52,264,763 0.97 0.49 579,859 0.80 0.90

南 多 摩 37,852,749 0.97 0.49 406,554 0.80 0.92

西 多 摩 6,176,499 0.97 0.52 68,495 0.80 0.90

神奈川 京 浜 176,946,412 0.97 0.44 2,201,518 0.80 0.93

県 央 66,460,694 0.97 0.50 761,554 0.80 0.94

湘 南 11,273,776 0.98 0.51 120,832 0.80 0.90

小 田 原 9,828,981 0.96 0.47 155,162 0.80 0.90

千葉 京 葉 39,281,032 0.97 0.49 477,796 0.80 0.90

東 葛 26,007,888 0.97 0.49 333,325 0.80 0.90

千 葉 23,530,074 0.96 0.44 360,675 0.80 0.90

北 総 14,972,096 0.97 0.47 199,078 0.80 0.90

市 原 5,389,162 0.95 0.51 107,154 0.79 0.90

南 房 7,227,798 0.95 0.51 117,221 0.75 0.90

埼玉 県 南 中 央 56,206,086 0.97 0.48 759,441 0.80 0.90

県 南 東 部 29,020,394 0.96 0.47 378,176 0.80 0.90

県 南 西 部 42,108,117 0.97 0.50 480,816 0.80 0.90

県 北 8,192,136 0.95 0.52 143,217 0.80 0.90

群馬 東 毛 5,636,959 0.95 0.53 97,303 0.76 0.90

群馬・埼玉 中 ・ 西 毛 14,211,655 0.96 0.51 295,179 0.73 0.90

茨城 県 北 6,503,461 0.95 0.47 124,968 0.69 0.90

水 戸 県 央 10,976,977 0.97 0.50 200,267 0.78 0.90

鹿 行 3,910,474 0.96 0.51 80,445 0.70 0.90

県 南 13,967,408 0.95 0.49 246,554 0.73 0.90

県 西 4,621,404 0.94 0.52 98,964 0.73 0.90

栃木 宇 都 宮 15,084,681 0.97 0.51 223,614 0.80 0.90

県 南 7,461,454 0.95 0.51 149,671 0.78 0.90

塩 那 3,793,973 0.94 0.52 63,788 0.74 0.90

山梨 甲 府 6,284,558 0.94 0.46 131,840 0.80 0.90

135,674,121

23,221,113

23,188,872

15,719,402

121,738,933

89,269,596

17,534,892

11,990,801

30,305,182

25,326,168

32,350,516

10,173,775

15,589,965

86,900,914

（別紙）

都道
府県

営業区域
（交通圏）

輸送需要量の算定

※その他ハイヤー（道路運送法施行規則第４条第８項第３号の規定に基づき国土交通大臣が定める区分を定める告示（平成２６年国土交通省告
示第５９号）第２号に規定するハイヤーをいう。以下同じ。）がある営業区域にあっては、算定した一般タクシー（タクシー特措法第2条第９項に定
める事業用自動車からその他ハイヤー及び個人タクシーを除いたもの。以下同じ。）の必要車両数と平成２６年１月２７日現在の一般タクシーの車
両数の乖離率を用いてその他ハイヤーの必要車両数を算定し、これを一般タクシーの必要車両数に加えて算定したものである。

平成25年度
総実車キロ

平均対前
年度比率*1

平成13年
度実車率

平均延実働
車両数*2

適正車両数の算定

実働率
平均総走行キロ

*2

57,671,481

57,713,762

31,990,317

11,864,847

8,038,960

31,299,079

16,804,670

61,067,686

15,491,611

9,331,505

2,169,030,571

112,549,007

82,506,422

12,994,757

460,079,064



 ②その他ハイヤー

下限*4

東京 特別区・武三 0.22

神奈川 京 浜 0.22

千葉 京 葉 0.14

東 葛 0.17

千 葉 0.27

北 総 0.18

埼玉 県 南 中 央 0.1717 0.06

*1・・・・・「平均対前年度対比」は、平成20年度から平成25年度における総実車キロの対前年度比率の平均値

※「平均対前年度比率」、「平成13年度実車率」及び「実働率」の数値は、小数点第３位で四捨五入して記載しているため、必ずし
も計算結果は一致しないことがある。

都道
府県

営業区域
（交通圏） 平成２６年１月２７日現在の

その他ハイヤー車両数

499

40

0.12

0.10

上限*4

乖離率

適正車両数の算定

*4・・・・・乖離率の「上限」は一般タクシーの適正車両数の上限値と平成２６年１月２７日現在の車両数の乖離率、「下限」
            は一般タクシーの適正車両数の下限値と平成２６年１月２７日現在の車両数の乖離率

9

1

28

112

0.03

0.07

0.18

0.08

*3・・・・・実働率の「上限」は80％又は平成13年度値のいずれか低い数値、「下限」は90％又は平成13年度のいずれか
　　　　　 高い数値

*2・・・・・「平均総走行キロ」及び「平均延実働車両数」は、平成21年度から平成25年度における総走行キロ及び延実働
　　　　　 車両数の平均値



公 示

特定地域の指定基準等について

特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活

性化に関する特別措置法（平成２１年法律第６４号）第３条に規定する特定地域

の指定基準等について、下記のとおり公示する。

平成２７年１月３０日

関東運輸局長 又野 己知

記

１．特定地域の指定

国土交通大臣は、直近年度末現在のタクシー車両数が適正車両数の上限値を

上回っている準特定地域のうち、次の（１）から（６）のいずれにも該当する

営業区域を特定地域として指定するものとする。ただし、日車営収が平成13年

度と比較して増加している営業区域については指定しないものとする。

(１）実働実車率が平成13年度と比較して10％以上減少していること。

(２）次の①又は②のいずれかに該当すること。

① 当該営業区域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計のうち、

タクシー事業に係る営業収支率が100％を下回る事業者が当該営業区域内の

営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が占める割合（以下「赤字事

業者車両数シェア」という。）が1/2以上であること。

② 赤字事業者車両数シェアが1/3以上であって、前年度と比較して赤字事業

者車両数シェアが10ポイント以上増加していること。

（３）人口30万人以上の都市を含む営業区域であること。

（４）総実車キロが前年度と比較して５％以上増加していないこと。

（５）次の①から③のいずれかに該当すること。

① 日車営収又は日車実車キロが平成13年度と比較して10％以上減少してい

ること。

② 当該営業区域における走行100万キロ当たりの法令違反件数の直近５年間

の平均値が、全国における走行100万キロ当たりの法令違反件数の直近５年

間の平均値を上回っていること。
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③ 当該営業区域における走行100万キロ当たりの事故発生件数の直近５年間

の平均値が、全国における走行100万キロ当たりの事故発生件数の直近５年

間の平均値を上回っていること。

（６）当該営業区域における協議会の同意があること。

２．指定期間等

１．の指定は、原則として毎年１月１日を目途に３年を超えない範囲で期間

を定めて指定するものとし、指定の延長は原則として１回に限って行うことが

できるものとする。ただし、指定期間中であっても、１．に掲げる基準に該当

しなくなった場合（指定からの期間が２年未満の場合を除く。）、国土交通大臣

は指定の解除を行うものとする。

また、指定を解除する営業区域又は指定の延長を行わない営業区域にあって

は、原則として準特定地域として指定するものとする。

なお、当該指定及び指定の解除は告示により行う。

３．指定等のための各種指標の把握等

指定等に当たっては各年度ごとの旅客自動車運送事業等報告規則（昭和39年

３月31日運輸省令第21号）に基づく法人事業者の事業実績報告等を用いるもの

とし、地方運輸局は、毎年度の各営業区域ごとの数値を原則として７月30日ま

でにとりまとめ、本省に報告するものとする。

附 則

１ 本通達は、平成27年1月30日から施行する。

２．平成25年度の各種指標に基づく特定地域の指定については、本則２．に定め

る期日にかかわらず、指定するものとする。



国自旅第４１１号

平成２６年 １月２４日

各 地 方 運 輸 局 長 殿

沖縄総合事務局長 殿

自 動 車 局 長

（ 公 印 省 略 ）

特定地域及び準特定地域の協議会に関する国土交通省としての考

え方について

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法等

の一部を改正する法律（平成25年法律第83号。以下「改正法」という。）の施行に伴い、特定

地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法（平成21年法律第64号。以下「法」という。）第８条の規定により組織される特定地域及

び準特定地域の協議会について、その設置及び運営並びにそこでの合意が円滑に図れるよう（別

紙）のとおり「特定地域及び準特定地域の協議会の設置及び運営に関するガイドライン」を作

成したので、関係者とも連携を図りつつ、特定地域及び準特定地域の協議会の制度を活用して

一般乗用旅客自動車運送事業（法第２条第１項に規定する一般乗用旅客自動車運送事業。以下

「タクシー事業」という。）の適正化及び活性化が効果的に推進されるよう遺漏なきを期され

たい。

また、当該ガイドラインでは、特定地域及び準特定地域の協議会の設置を円滑に促進する等

の観点から、（別添）のとおり「協議会設置要綱（モデル要綱）」を提示することとしたので、

特定地域及び準特定地域の協議会の運用の参考にされたい。

なお、本件については、一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会会長及び一般社団法人

全国個人タクシー協会会長あて、別添のとおり通知したので申し添える。
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（別紙）

特定地域及び準特定地域の協議会の設置及び運営に関するガイドライン

Ⅰ．準特定地域における協議会

１．協議会の目的

準特定地域の協議会（以下「準特定地域協議会」という。）は、準特定地域計画の作成、

当該準特定地域計画の実施に係る連絡調整、その他当該地域におけるタクシー事業の適

正化及び活性化を推進するに当たり必要となる事項の協議を行うために設置するものと

する。準特定地域協議会は、準特定地域において一般乗用旅客自動車運送（法第２条第

３項に規定する一般乗用旅客自動車運送。以下「タクシー」という。）が地域公共交通と

しての機能を十分に発揮できるようにすることは当然のこと、産業としての健全性、労

働者の生活の確保、地域社会への貢献等の視点も含め、タクシーがすべての関係者にと

って望ましい姿となるよう努めるものとする。

２．準特定地域協議会の設置及び運営

（１）準特定地域協議会は、１つの準特定地域につき、１つ設置するものとする。

（２）準特定地域協議会の設立に当たっては、原則として、法第８条第１項に掲げる者が

連携して設立準備会を立ち上げることとし、当該設立準備会が準特定地域協議会設立

の主導的な役割を担うものとする（準特定地域の指定が地方公共団体の長の要請によ

り行われた場合にあっては、当該地方公共団体の長は、積極的に設立準備会に参加す

ることが望ましい。）。

なお、法第３条の２第１項の規定により準特定地域の指定を受けた際現に、改正前

の特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法（平成21年法律第64号、以下「旧法」という。）第３条第１項の規定により特定地

域に指定されていた地域にあっては、原則として、旧法第８条第１項の規定により組

織されている協議会（以下「旧協議会」という。）を設立準備会として活用するものと

する。

また、法第３条の２第１項の規定により準特定地域の指定を受けた際現に、法第８

条第３項の基準に適合する旧協議会にあっては、同条第１項の規定により組織された

協議会としてみなす。

（３）準特定地域協議会は、設立時に設置要綱を定めるものとし、当該設置要綱の原案は

設立準備会が作成するものとする。

なお、改正法附則第３条の規定によりみなされた協議会にあっては、設置要綱を見

直しするものとする。

（４）設立準備会は、準特定地域協議会の設立前に、準特定地域協議会を設立する期日と

ともに準特定地域協議会を設立する旨を公表するものとする。適切な公表手段を有す

る者が設立準備会の構成員となっていない場合は、地方運輸局長（沖縄総合事務局長

を含む。以下同じ。）へ準特定地域協議会を設立する旨を報告し、地方運輸局長により

公表するものとする。

なお、当該事項に限らず、協議会が公表を行うべき事項等については、同様の取扱

いをすることは差し支えないものとする。

（５）準特定地域協議会設立時の手続は次に掲げる順によるものとする。

① 法第８条第１項に掲げる者に該当する構成員による設置要綱の承認

② 準特定地域協議会の役員の選出



③ ①②に掲げるもののほか、準特定地域協議会の運営に関して必要な事項の協議

（６）準特定地域協議会の会長は、準特定地域協議会の構成員の中から互選により選任す

るものとする。

なお、協議会の会長は、学識経験者をもって充てることを基本とし、協議会が別に

合意する場合は、その合意によることも差し支えない。

（７）準特定地域協議会には、必要に応じ、設置要綱に定めることによって、その運営の

事務に関して主導的な役割を担う事務局長その他の運営に必要な役員を置くことがで

きる。

（８）準特定地域協議会の役員の任期は、準特定地域協議会の設置要綱に定めることがで

きるものとする。

（９）準特定地域協議会は、準特定地域計画の作成後も、準特定地域に指定されている間

は定期的に開催するものとする。

（10）（９）に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、準特定地域協議会を開催するこ

とができるものとする。また、準特定地域協議会の構成員は、会長に対して協議会の

開催を要求できるものとするが、準特定協議会の開催の是非は会長が決めるものとす

る。

（11）準特定地域協議会を開催するに当たっては、原則として、開催予定日の45日前まで

にその旨を公表するものとする。

（12）準特定地域協議会は、原則として公開とする。ただし、開催日時及び場所、議題、

協議の概要、議決事項等を記載した議事概要の公開をもってこれに代えることができ

るものとする。

なお、委員の招集が困難である場合等にあっては、準特定地域協議会があらかじめ

定める方法により行う判断に基づき、全ての構成員からの意見聴取及び賛否の意向の

確認を行うこと並びに議事概要の作成及び公表を行うことを条件として、開催に代え

て書面の郵送又は持ち回りにより意見の聴取及び議決（以下に掲げるものに限る。）を

行うことができるものとし、当該手続を行う場合にあっては、Ⅰ．２．(11)の規定に

ついて「45日前」とあるのは「10日前」と、Ⅰ．４．（６）の規定について「30日前」

とあるのは「３日前」と読み替えるものとする。

① 特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化に関する特別措置法施行規則（平成２１年国土交通省令第５８号。以下「施行規

則」という。）第10条の２第１項に規定する意見の提出に関する事項

② 施行規則第10条の６第１項に規定する意見の提出に関する事項

（13）準特定地域協議会における協議を円滑なものとするため、地方運輸局長は、準特定

地域協議会に対して、準特定地域におけるタクシー事業の現状、問題点等を提示する

ものとし、特に現状を説明する際には、当該準特定地域において適正と考えられる車

両数を示すものとする。

なお、地方運輸局長は、運営のために必要な支援を適時適切に行うものとする。

（14）準特定地域協議会において協議をするに当たっては、法第８条第１項及び第２項に

掲げる各区分ごとの構成員の意見を十分に斟酌することが重要であること、また、円

滑な協議の運営を確保する観点から、Ⅰ．４．（１）②及び③の区分に掲げる構成員と

それ以外の区分に掲げる構成員の割合が著しく不均衡とならないよう各区分ごとにお

ける構成員の発言のあり方等のルールを策定するものとする。

３．準特定地域協議会の協議を行うに当たっての具体的な指針

準特定地域協議会においては、次の（１）～（３）に掲げる事項について、それぞれ



に定める事項に留意しつつ、具体的に実施するものとする。

（１）準特定地域計画の作成

準特定地域計画は、準特定地域における地域公共交通としてのタクシーのあり方に

関する基本的な方向性を示し、タクシー事業の適正化及び活性化に向けた地域の総合

的な取組を定めるものであり、準特定地域協議会は、準特定地域協議会の設置後直ち

に準特定地域計画の作成に着手するものとする。準特定地域計画の作成に当たっては、

基本方針に定められた準特定地域計画に関する事項に十分留意するものとする。

（２）準特定地域計画の実施に係る連絡調整

① 準特定地域協議会は、準特定地域計画に定められた事項の円滑な実施のために必

要な場合には、当該事業の関係者の連絡調整の場を設けるよう努めるものとする。

② 準特定地域協議会は、準特定地域計画の目標を達成するために必要があると認め

るときは、その議決を経て、当該準特定地域計画に定められた事業の実施主体とさ

れた者以外の者に対し、必要な協力を要請できるものとする。

（３）準特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化に関し必要な協議

準特定地域協議会は、地域の実情に応じて、当該準特定地域協議会の存する準特定

地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化に関し必要となる事項を協議するもの

とする。

４．準特定地域協議会の構成員

（１）法第８条第１項及び第２項に掲げる者は、それぞれ次に定めるとおりとする。

① 関係地方公共団体の長 準特定地域協議会が設置される準特定地域を管轄する地

方公共団体の長であって、地域公共交通としてのタクシーの役割・あり方等に関心

を持ち、タクシーを地域公共交通として積極的に活用していく意欲等を示した地方

公共団体の長

② 一般乗用旅客自動車運送事業者等 法第５条に規定する一般乗用旅客自動車運送

事業者等

③ 一般乗用旅客自動車運送事業の事業用自動車の運転者の組織する団体 準特定地

域内に営業所を有する一般乗用旅客自動車運送事業者（法第２条第２項に規定する

一般乗用旅客自動車運送事業者。以下「タクシー事業」という。）が雇用するタク

シー事業の事業用自動車（法第２条第９項に規定する事業用自動車。以下「タクシ

ー車両」という。）の運転者（以下「タクシー運転者」という。）が組合員となって

いる労働組合等のタクシー運転者の組織する団体（以下「労働組合等」という。）

④ 地域住民 例えば自治会、商工会等のタクシーを利用する地域住民に身近な団体

又は組織の代表者（地域の実情に精通している地方公共団体が推薦する団体又は組

織の代表者が望ましい。）

⑤ 一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に資する他の事業を営む者 鉄

道事業者・一般乗合旅客自動車運送事業者等の他の公共交通事業者、ホテル等の宿

泊施設管理者等

⑥ 学識経験を有する者 大学教授等の学識経験者

⑦ その他協議会が必要と認める者 タクシー事業の適正化及び活性化を推進する上

で必要と認められる者（例えば、準特定地域協議会の協議事項に関係する行政機関

（特に、タクシー運転者の労働条件に関する取組について協議を行う場合には協議

会が設置される準特定地域を管轄する都道府県労働局又は労働基準監督署、タクシ

ー車両による交通問題に関する協議を行う場合には当該準特定地域を管轄する都道

府県公安委員会）及び観光協会等



（２）準特定地域協議会は、法第８条第１項に掲げる者が任意に加入し、又は脱退するこ

とができ、かつ、同条第２項により構成員として加えた者が任意に脱退することがで

きるものとする。

（３）法第８条第１項に掲げる者については、準特定地域において該当する者が存在しな

い場合を除き、必ず１者は準特定地域協議会に参加していなければならないものとす

る。

（４）準特定地域協議会の構成員については、地域の実情を踏まえて、準特定地域協議会

におけるタクシー事業の適正化及び活性化を効果的に推進するものとなるよう十分留

意するものとする。特に、タクシー運転者の労働条件に関する取組について協議を行

う場合には準特定地域協議会が設置される準特定地域を管轄する都道府県労働局又は

労働基準監督署、タクシー車両による交通問題に関する協議を行う場合には当該準特

定地域を管轄する都道府県公安委員会など、関係行政機関を積極的に構成員として加

えるものとする。

（５）準特定地域協議会設立後の準特定地域協議会の構成員の変更は、設置要綱の変更を

必要とせず、準特定地域協議会会長等（設置要綱に事務局長又は役員を定める場合に

おいては、事務局長又はその役員。以下同じ。）が把握するものとする。

（６）準特定地域協議会からの脱退又は準特定地域協議会協議会への加入をしようとする

者は、随時、特定地域協議会会長等に申し出るものとする。

ただし、Ⅰ．２．（11）に基づき協議会の開催の公表があった場合にあっては、協議

会開催予定日の30日前までに申し出があった者について、当該協議会の構成員として

参画できるものとする。

（７）原則として、準特定地域協議会の構成員となっているタクシー事業者は、自らの意

思により、自らが所属する団体（以下「タクシー協会等」という。）に準特定地域協議

会における議決権の行使を委任できるものとし、当該委任を受けたタクシー協会等が

タクシー事業者に代わって準特定地域協議会に参加できるものとする。

５．準特定地域協議会の合意形成

（１）設立準備会は、準特定地域協議会の設置要綱の原案を作成し、準特定地域協議会の

設立時に法第８条第１項に掲げる者に該当する構成員の承認を得るものとする。承認

の方法は、準特定地域協議会運営の公平性と準特定地域協議会の構成員の多様性を損

なわないことに留意する観点から以下の方法によるものとする。

① 関係地方公共団体の長が全て承認すること。

② 設置要綱を承認するタクシー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー

車両の台数の合計が、準特定地域協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特

定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。

③ 設置要綱を承認するタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が準特

定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、準特定地域協議会の構

成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該準特定地域

内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。

④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が承認すること。

⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が承認すること。

（２）準特定地域協議会における議題ごとの議決方法は、準特定地域協議会の設置要綱に

定めるものとする。

（３）設置要綱の変更の方法は、当該設置要綱に定める方法によるものとする。

（４）設置要綱に定める準特定地域協議会の議決方法は、（１）を参考にしつつ、準特定地



域協議会運営の公平性と準特定地域協議会の構成員の多様性を損なわないことに十分

留意するものとする。

（５）準特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化を効果的かつ円滑に推進する

ため、準特定地域協議会の議決は限りなく全会一致に近い形で行われることが望まし

く、そのための調整が積極的に行われるものとする。

（６）準特定地域計画の作成に当たっては、法第９条第４項の規定により、その作成に係

る合意をした準特定地域協議会の構成員であるタクシー事業者が準特定地域内の営業

所に配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に配置される

タクシー車両の総台数の過半数であるものでなければならないことに留意するものと

する。

Ⅱ．特定地域における協議会

１．協議会の目的

特定地域の協議会（以下「特定地域協議会」という。）は、特定地域計画の作成、当該

特定地域計画の実施に係る連絡調整、その他当該地域におけるタクシー事業の適正化及

び活性化を推進するに当たり必要となる取組の協議を行うために設置するものとする。

特定地域協議会は、特定地域においてタクシーが地域公共交通としての機能を十分に発

揮できるようにすることは当然のこと、産業としての健全性、労働者の生活の確保、地

域社会への貢献等の視点も含め、タクシーがすべての関係者にとって望ましい姿となる

よう努めるものとする。

２．特定地域協議会の設置及び運営

（１）特定地域協議会は、１つの特定地域につき、１つ設置するものとする。

（２）当該地域が法第３条第１項の規定により特定地域に指定された時点をもって、準特

定地域協議会を法第８条第１項の規定により組織された特定地域協議会としてみなす。

（３）特定地域協議会は、準特定協議会において定めた設置要綱が特定地域協議会の設置

要綱として適正なものか見直しを行うものとし、見直しに当たっては、特に以下の点

に留意するものとする。

① 協議会における実施事項（協議事項の見直し）

② 協議会の運営（議決方法の見直し等）

（４）Ⅰ．２．（６）～（14）（（12）①を除く）までの規定について、「準特定地域協議会」

とあるのは「特定地域協議会」と、「準特定地域計画」とあるのは「特定地域計画」と、

「準特定地域」とあるのは、「特定地域」と読み替えて準用する。

３．特定地域協議会の協議を行うに当たっての具体的な指針

特定地域協議会においては、次の（１）～（２）に掲げる事項について、それぞれ次

に定める事項に留意しつつ、具体的に実施するものとする。

（１）特定地域計画の作成

特定地域計画は、特定地域における地域公共交通としてのタクシーのあり方に関す

る基本的な方向性を示し、タクシー事業の適正化及び活性化に向けた地域の総合的な

取組や供給輸送力の削減を定めるものであり、特定地域協議会は、特定地域協議会の

設置後直ちに特定地域計画の作成に着手するものとする。

なお、特定地域計画の作成に当たっては、基本方針に定められた特定地域計画に関

する事項に留意するものとし、特に、削減するべきタクシー事業の供給輸送力及びそ

の削減方法等の協議に当たっては、以下の点を十分に考慮するものとする。



① 地域の実情に応じて協議会の合意により定める保有車両数ごとのタクシー事業者

の区分（大手事業者、中小事業者等）を設定し、当該区分や個人タクシー事業者の

カテゴリーに応じて、一律又は一律でない削減率による減車や営業方法の制限とな

るよう設定するものとする。

なお、一律でない削減率による減車や営業方法の制限の設定を行う場合にあって

は、（別添１）の例示を参考とするものとする。

② 各タクシー事業者が削減すべき供給輸送力の設定に当たっては、各タクシー事業

者における旧法の施行の日（平成21年10月１日）以降に実施した減車及び休車の実

績を勘案するものとする。

なお、特定地域協議会の判断において、旧法の施行の日以前に実施した減車の実

績を含め設定することも差し支えないものとする。

③ 減車による供給輸送力の削減の設定に当たっては、「準特定地域における一般乗用

旅客自動車運送事業の適正化及び活性化の推進のために監督上必要となる措置等の

実施について（平成26年１月24日付け国自旅第406号）」Ⅱ．３．（１）②に定める

最低車両数を下回ることがないよう考慮するものとし、最低車両数を下回る場合に

おいては、営業方法の制限による供給輸送力の削減とするものとする。

④ 営業方法の制限による供給輸送力削減率の算定方法については、「特定地域及び準

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法に基づく営業方法の制限に関する取扱いについて（平成26年１月24日付け国自

旅第410号）」を参考として、定めるものとする。

なお、各タクシー事業者が削減すべき供給輸送力を協議する際においては、特定

の曜日等に偏ることにより、利用者利便を損なうことがないよう留意するものとす

る。

（２）Ⅰ．３．（２）及び（３）の規定について、「準特定地域計画」とあるのは「特定地

域計画」と、「準特定地域協議会」とあるのは「特定地域協議会」と、「準特定地域」

とあるのは「特定地域」と読み替えて準用する。

４．特定地域協議会の構成員

Ⅰ．４の規定について、「準特定地域協議会」とあるのは「特定地域協議会」と、「準

特定地域」とあるのは「特定地域」と読み替えて準用する。

５．特定地域協議会の合意形成

（１）特定地域協議会における議題ごとの議決方法は、特定地域協議会の設置要綱に定め

るものとする。

（２）設置要綱の変更の方法は、当該設置要綱に定める方法によるものとする。

（３）特定地域協議会の議決の方法は、次の①及び②を参考にしつつ、特定地域協議会運

営の公平と特定地域協議会の構成員の多様性を損なわないよう十分に留意するものと

する。

① 設置要綱の合意に関する議決

ⅰ）地方公共団体の長の全てが合意すること。

ⅱ）合意するタクシー事業者が特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数

の合計が、特定地域協議会の構成員であるタクシー事業者が当該特定地域内の営

業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。

ⅲ）合意するタクシー協会等の構成員となっているタクシー事業者が特定地域内の

営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー



協会等の構成員となっているタクシー事業者が当該特定地域内の営業所に配置す

るタクシー車両の台数の合計の過半数であること。

ⅳ）労働組合等として参加している構成員の過半数が合意すること。

ⅴ）地域住民として参加している構成員の過半数が合意すること。

ⅵ）法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意すること。

② 特定地域計画の合意に関する議決

ⅰ）Ⅱ．５．（３）①ⅰ）及びⅲ）からⅴ）までの掲げる要件を満たしていること。

ⅱ）合意するタクシー事業者が特定地域内に配置するタクシー車両の台数の合計が、

当該特定地域内の営業所に配置されるタクシー車両の台数の総台数の３分の２以

上であること。

ⅲ）Ⅱ．３．（１）①において設定する区分ごとに、合意するタクシー事業者が特

定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、当該特定地域内の営

業所に配置されるタクシー車両の総台数の過半数であること。

ⅳ）協議会の構成員である関係行政機関が全て合意すること。

ⅴ）法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。）の過半

数が合意すること。

ⅵ）法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員のうち特定地域計画に定める活性

化措置に係る事業の実施主体とされたものが合意すること。

（４）特定地域におけるタクシー事業の適正化及び活性化を効果的かつ円滑に推進するた

め、特定地域協議会の議決は限りなく全会一致に近い形で行われることが望ましく、

そのための調整が積極的に行われるものとする。

Ⅲ．その他

１．協議会は、準特定地域計画又は特定地域計画を作成するに当たっては、「特定地域計画

の認可基準（平成26年１月24日付け国自旅第402号」２の認可方針に適合するものでなら

ないことに留意するものとする。

２．協議会は、地域における関係者の負担軽減と協議会の運営の効率化、他の計画との整

合性の確保を図るため、必要に応じ道路運送法（昭和26年法律第183号）に基づく地域公

共交通会議又は運営協議会、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法

律第59号）に基づく協議会等の地域の移動手段のあり方を協議する協議体との連携を行

うものとする。

附 則

本通達は、平成26年１月27日から施行する。



（別添：準特定地域）

○○協議会設置要綱（モデル要綱）

制定平成○○年○○月○○日

（目的）

第１条 ○○協議会（以下「協議会」という。）は、特定地域及び準特定地域にお

ける一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平

成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、△△（準特定地

域）の関係者の自主的な取組を中心として、当該準特定地域の一般乗用旅客自

動車運送事業（法第２条に規定する一般乗用旅客自動車運送事業をいう。以下

「タクシー事業」という。）の適正化及び活性化を推進することにより、一般乗

用旅客自動車運送が、地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにす

るために必要となる準特定地域計画の作成等を行うために設置するものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者

をいう。

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をい

う。

３ この要綱において「タクシー協会等」とは、タクシー事業者の組織する団体

をいう。

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団

体をいう。

５ この要綱において「バス事業者」とは、道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）第３条第１号イの一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者をいう。

（実施事項）

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。

(1) 準特定地域計画の作成

(2) 次に掲げる準特定地域計画の実施に係る連絡調整

① 準特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合にお

ける当該事業の関係者の招集

② 準特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対す

る必要な協力の要請

③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める準特定地域計画の実施

に係る連絡調整

(3) 準特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲

げる事項の協議

① 協議会の運営方法

② （地域の実情に応じて、必要となる事項を列記）



（協議会の構成員）

第４条 協議会の構成員は、次の区分にそれぞれ掲げる者とする（括弧内は例）。

(1) ○○都道府県知事・○○市町村長又はそれらの指名する者

(2) タクシー事業者等（一般社団法人○○都道府県タクシー協会、○○株式会

社）

(3) 労働組合等（○○労働組合○○都道府県支部）

(4) 地域住民の代表（○○自治会長又は○○商工会長）

(5) 鉄道事業者、バス事業者、宿泊施設管理者等（○○株式会社）

(6) 学識経験者（○○大学教授○○）

(7) ○○都道府県労働局又は○○労働基準監督署

(8) ○○都道府県公安委員会

(9) （その他協議会が必要と認める者を列記）

２ 協議会は、前項の(1)～(4)の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退する

ことができるものとし、かつ、前項の(5)～(9)の区分に掲げる者が任意に脱退

できるものとする。

３ 協議会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は、会長等（事務局長又は

役員を置く場合は事務局長又はその役員。以下同じ。）に申し出をするものとす

る。

ただし、第５条第１１項の規定に基づき協議会の開催の公表があった場合には、

協議会の開催日の３０日前までに申し出があった者について、当該協議会に構

成員として参画できるものとする。

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表

形式等により示すものとする。

（協議会の運営）

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員の中からこれを充てる。

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。

３ 会長の任期は○年とする。

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理

する。

５ 協議会に事務局長をおき、協議会の構成員の中からこれを充てる。

６ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。

７ 事務局長の任期は○年とする。

８ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の15％を上限

として会長が割り振るものとする。

９ 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めると

おりとする。

(1) 役員の選出を議決する場合 第４条第１項(2)及び(3)に掲げる構成員はそ

の区分毎に１個の議決権を、その他の構成員については各自１個の議決権を

与えるものとし、議決権の過半数に当たる多数をもって行う。

(2) 設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもっ



て行う。

① 関係地方公共団体の長が全て合意すること。

② 設置要綱の変更について合意するタクシー事業者が準特定地域内の営業

所に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシ

ー事業者が当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合

計の過半数であること。

③ 設置要綱の変更について合意するタクシー協会等の構成員となっている

タクシー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の

合計が、協議会の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタク

シー事業者が当該準特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の

合計の過半数であること。

④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意すること。

⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意すること。

⑥ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意すること。

(3) 準特定地域計画の作成を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。

① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。

② 準特定地域計画の作成に合意するタクシー事業者が準特定地域内の営業

所に配置するタクシー車両の台数の合計が、当該準特定地域内の営業所に

配置されるタクシー車両の総台数の過半数であること。

③ 準特定地域協議会の構成員である関係行政機関が全て合意すること。

④ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。）の

過半数が合意すること。

⑤ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員のうち準特定地域計画に定

められた事業の実施主体とされたものが合意すること。

(4) (1)から(3)まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。

① 会長及び事務局長が合意すること。

② 合意するタクシー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車

両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地

域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の過半数であること。

③ ①及び②以外の構成員において、第４条第１項(3)に掲げる構成員はその

区分毎に１個の議決権を、それ以外の構成員については各自１個の議決権

を与えるものとし、過半数が合意すること。

10 協議会は、○ヶ月ごとを目安として開催することとする。

11 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することが

できるものとし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求するこ

とができるものとするが、協議会開催の是非は会長が決めるものとする。

12 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の４５日前（地

域の実情に応じて、必要となる日数を記入）までにその旨を公表するものとす

る。



13 協議会は原則として公開とする。

（第14項は必要に応じて記載する）

14 会長は、次に掲げる事項に限り、やむを得ない事由により協議会を開催する

余裕のない場合においては、事案の概要を記載した書面を構成員に送付し、そ

の意見の聴取及び賛否を確認し、その結果をもって協議会の決議に代えること

ができる。

なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第４条第３項中の「３

０日前」とあるのは「３日前」とし、第５条第12項中の「４５日前」とあるの

は「１０日前」とする。

(1) 新規許可、営業区域の設定又は増車に係る意見聴取に関する意見書の提出

の議決

(2) 公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の議決

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会

長が協議会に諮り定める。



（別添：特定地域）

○○協議会設置要綱（モデル要綱）

制定平成○○年○○月○○日

（目的）

第１条 ○○協議会（以下「協議会」という。）は、特定地域及び準特定地域にお

ける一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法（平

成２１年法律第６４号。以下「法」という。）の規定に基づき、△△（特定地域）

の関係者の合意に基づいて、当該特定地域の一般乗用旅客自動車運送事業（法

第２条に規定する一般乗用旅客自動車運送事業をいう。以下「タクシー事業」

という。）の適正化及び活性化を推進することにより、一般乗用旅客自動車運送

が、地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにするために必要とな

る特定地域計画の作成等を行うために設置するものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「タクシー事業者」とは、タクシー事業を経営する者

をいう。

２ この要綱において「タクシー車両」とは、タクシー事業の事業用自動車をい

う。

３ この要綱において「タクシー協会等」とは、タクシー事業者の組織する団体

をいう。

４ この要綱において「労働組合等」とは、タクシー車両の運転者の組織する団

体をいう。

５ この要綱において「バス事業者」とは、道路運送法（昭和２６年法律第１８

３号）第３条第１号イの一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者をいう。

（実施事項）

第３条 協議会は、次に掲げる事項を実施するものとする。

(1) 特定地域計画の作成

(2) 次に掲げる特定地域計画の実施に係る連絡調整

① 特定地域計画に定められた事業の円滑な実施のために必要な場合におけ

る当該事業の関係者の招集

② 特定地域計画に定められた事業の実施主体とされた者以外の者に対する

必要な協力の要請

③ ①②に掲げるもののほか、協議会が必要と認める特定地域計画の実施に

係る連絡調整

(3) 特定地域のタクシー事業の適正化及び活性化の推進に関し必要な次に掲げ

る事項の協議

① 協議会の運営方法

② （地域の実情に応じて、必要となる事項を列記）



（協議会の構成員）

第４条 協議会の構成員は、次の区分にそれぞれ掲げる者とする（括弧内は例）。

(1) ○○都道府県知事・○○市町村長又はそれらの指名する者

(2) タクシー事業者等（一般社団法人○○都道府県タクシー協会、○○株式会

社）

(3) 労働組合等（○○労働組合○○都道府県支部）

(4) 地域住民の代表（○○自治会長又は○○商工会長）

(5) 鉄道事業者、バス事業者、宿泊施設管理者等（○○株式会社）

(6) 学識経験者（○○大学教授○○）

(7) ○○都道府県労働局又は○○労働基準監督署

(8) ○○都道府県公安委員会

(9) （その他協議会が必要と認める者を列記）

２ 協議会は、前項の(1)～(4)の区分に掲げる者が任意に加入し、又は脱退する

ことができるものとし、かつ、前項の(5)～(9)の区分に掲げる者が任意に脱退

できるものとする。

３ 協会へ加入又は協議会から脱退しようとする者は、会長等（事務局長又は役

員を置く場合は、事務局長又はその役員。以下同じ。）に申し出をするものとす

る。

ただし、第５条第11項の規定に基づき協議会の開催の公表があった場合には、

協議会開催日の３０日前までに申し出があった者について、当該協議会に構成

員として参画できるものとする。

４ 協議会の構成員の把握は会長等が行うものとし、協議会の場において一覧表

形式等により示すものとする。

（協議会の運営）

第５条 協議会に会長をおき、協議会の構成員の中からこれを充てる。

２ 会長は、協議会を代表し、協議の場を総括する。

３ 会長の任期は○年とする。

４ 会長に事故がある場合には、あらかじめ会長が指名する者がその職務を代理

する。

５ 協議会に事務局長をおき、協議会の構成員の中からこれを充てる。

６ 事務局長は、協議会の運営に関する事務を総括する。

７ 事務局長の任期は○年とする。

８ 各区分毎の構成員の発言時間の配分は、協議会の開催予定時間の15％を上限

として会長が割り振るものとする。

９ 協議会の議決方法は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めると

おりとする。

(1) 役員の選出を議決する場合 第４条１項(2)及び(3)に掲げる構成員はその

区分毎に１個の議決権を、その他の構成員については各自１個の議決権を与

えるものとし、議決権の過半数に当たる多数をもって行う。

(2) 設置要綱の変更を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことをもっ



て行う。

① 関係地方公共団体の長が全て合意すること。

② 設置要綱の変更について合意するタクシー事業者が特定地域内の営業所

に配置するタクシー車両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー

事業者が当該特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計の

過半数であること。

③ 設置要綱の変更について合意するタクシー協会等の構成員となっている

タクシー事業者が特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合

計が、協議会の構成員であるタクシー協会等の構成員となっているタクシ

ー事業者が当該特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の台数の合計

の過半数であること。

④ 労働組合等として参加している構成員の過半数が合意すること。

⑤ 地域住民として参加している構成員の過半数が合意すること。

⑥ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員の過半数が合意すること。

(3) 特定地域計画の作成を議決する場合 次に掲げる要件を全て満たすことを

もって行う。

① (2)①及び③から⑤までに掲げる要件を満たしていること。

② 特定地域計画の作成に合意するタクシー事業者が特定地域内の営業所に

配置するタクシー車両の台数の合計が、当該特定地域内の営業所に配置さ

れるタクシー車両の総台数の３分の２以上であること。

③ タクシー事業者の区分ごとに、合意するタクシー事業者が特定地域内の

営業所に配置するタクシー車両の台数の合計が、当該特定地域内の営業所

に配置されるタクシー車両の総台数の過半数であること。

④ 協議会の構成員である関係行政機関が全て合意すること。

⑤ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員（関係行政機関を除く。）の

過半数が合意すること。

⑥ 法第８条第２項に掲げる者に該当する構成員のうち地域計画に定められ

た事業の実施主体とされたものが合意すること。

(4) (1)から(3)まで以外の議決を行う場合 次に掲げる要件を全て満たすこと

をもって行う。

① 会長及び事務局長が合意すること。

② 合意するタクシー事業者が準特定地域内の営業所に配置するタクシー車

両の台数の合計が、協議会の構成員であるタクシー事業者が当該準特定地

域内の営業所に配置するタクシー車両の合計の過半数であること。

③ ①及び②以外の構成員において、第４条第１項(3)に掲げる構成員はその

区分毎に１個の議決権を、それ以外の構成員については各自１個の議決権

を与えるものとし、過半数が合意すること。

10 前項(3)③に掲げるタクシー事業者の区分は、次のとおりとする。

(1) 大手事業者 特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計が○両以

上

(2) 中小事業者 特定地域内の営業所に配置するタクシー車両の合計が○両以



上

(3) 個人タクシー事業者

11 協議会は、○ヶ月ごとを目安として開催することとする。

12 前項に掲げるもののほか、会長は、必要に応じて、協議会を開催することが

できるものとし、協議会の構成員は、会長に対して協議会の開催を要求するこ

とができるものとするが、協議会開催の是非は会長が決めるものとする。

13 会長は、協議会を開催するに当たり、原則として協議会開催日の４５日前ま

でにその旨を公表するものとする。

14 協議会は原則として公開とする。

（第15項は必要に応じて記載する）

15 会長は、公定幅運賃に係る意見聴取に関する意見書の提出について、やむを

得ない事由により協議会を開催する余裕のない場合においては、事案の概要を

記載した書面を構成員に送付し、その意見の聴取及び賛否を確認し、その結果

をもって協議会の議決に代えることができる。

なお、本規定に基づく取扱いを行う場合にあっては、第４条第３項中の「３

０日前」とあるのは「３日前」とし、第５条第13項中の「４５日前」とあるの

は「１０日前」とする。

（その他）

第６条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会

長が協議会に諮り定める。


